
令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

人権教育事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 人権教育事業 事業No. 
事業担当課 まちづくり部　人権啓発センター 所属長 宇瀧　広子 担当者

①人権教育の推進

会計区分 一般

足立　倫啓 房安　由佳

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市民や地域、企業や団体

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

住民人権学習や研修会等、様々な機会を提供し、市民の人権尊重の理念に対する理解や体得を目
指す。

根拠法令・個別計画等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、丹波市人権施策基本方針、丹波市教育基本計画等
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐６【人権教育・人権啓発】ふれあいを通じてお互いを認め合い尊重し合う社会をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・住民人権学習支援者、推進員研修会の開催（５～６月）
・人権啓発ビデオの購入
・企業人権教育研修会の支援（講師派遣）
・各校区地域人権教育事業の実施（年間）
・中学校人権学習交流会の実施（８月）

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・住民人権学習支援
者、推進員研修会の
開催
・人権啓発ビデオの
購入
・企業人権教育研修
会の支援（講師派遣）
・各校区地域人権教
育事業の実施
・中学校人権学習交
流会の実施

・住民人権学習支援
者、推進員研修会の
開催
・人権啓発ビデオの
購入
・企業人権教育研修
会の支援（講師派遣）
・各校区地域人権教
育事業の実施
・中学校人権学習交
流会の実施

・住民人権学習支援
者、推進員研修会の
開催
・人権啓発ビデオの
購入
・企業人権教育研修
会の支援（講師派遣）
・各校区地域人権教
育事業の実施
・中学校人権学習交
流会の実施

・住民人権学習支援
者、推進員研修会の開
催
・人権啓発ビデオの購
入
・企業人権教育研修会
の支援（講師派遣）
・各校区地域人権教育
事業の実施
・中学校人権学習交流
会の実施
・人権に関する市民意
識調査の実施

・住民人権学習支援
者、推進員研修会の
開催
・人権啓発ビデオの
購入
・企業人権教育研修
会の支援（講師派遣）
・各校区地域人権教
育事業の実施
・中学校人権学習交
流会の実施

令和元年度事業
及び積算内容

・地域人権教育事業委託料　 1,400千円
・中学校人権交流集会　          394千円
・人権啓発DVD購入　              597千円
・講師委託料　　　　　　　　　　　 232千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 2,340 3,033 2,918 4,481 2,815

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 7,520 7,993 5,370 9,201 8,065

人件費C=B×7,500千円 3,600 3,440 1,672 3,800 5,250

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.45 0.43 0.22 0.50 0.70

人件費E=D×2,000千円 1,580 1,520 780 920 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.79 0.76 0.39 0.46 0.00

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 0 0 0 0 0

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 7,520 7,993 5,370 9,201 8,065
その他特財 0 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
推進員・支援者研修会、企業
研修会、中学校交流集会の参
加者数

人
年間の研修会、学習会に参
加した人数（延べ）

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

658 705 928 908

100.0 100.0 100.0
95.6 94.0 92.3 92.0

成果 住民人権学習会実施率 ％
市内298自治会における人権
学習会の実施割合

100.0 100.0

9,750 9,750 9,750
8,958 8,467 8,142 7,888

成果 住民人権学習会参加者数 人
各自治会で実施される人権
学習の参加者数

9,750 9,750



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
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① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

人権啓発事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 人権啓発事業 事業No. 
事業担当課 まちづくり部　人権啓発センター 所属長 宇瀧　広子 担当者

②人権啓発の推進

会計区分 一般

足立　倫啓 房安　由佳

年度

２．事業の概要
対象（誰を、何を） 市民や企業、団体、組織

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

人権尊重の理念が普及し、理解が深まっている。

根拠法令・個別計画等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、丹波市人権施策基本方針
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐６【人権教育・人権啓発】ふれあいを通じてお互いを認め合い尊重し合う社会をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・人権講演会の開催（８月）
・人権のつどいの開催（12月）
・拉致問題啓発パネル展の開催(12月)
・人権の花運動の実施（５月）
・社会を明るくする運動（７月）
・社会を明るくする運動作文コンテストの実施
・人権啓発を行う団体への支援（市同教、人権擁護委員協議会、保護司会、更生保護女性会）
・人権行政推進審議会の開催
・その他人権啓発（きずな送付、広報じんけんのとびら、FM放送等）

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・人権講演会の開催
・じんけん標語、拉致問
題啓発パネル展の開催
・人権の花運動の実施
・社会を明るくする運動
・社会を明るくする運動
作文コンテストの実施
・人権啓発を行う団体へ
の支援
・その他人権啓発

・人権講演会の開催
・じんけん標語、拉致問
題啓発パネル展の開催
・人権の花運動の実施
・社会を明るくする運動
・社会を明るくする運動
作文コンテストの実施
・人権啓発を行う団体へ
の支援
・その他人権啓発

・人権講演会の開催
・じんけん標語、拉致問
題啓発パネル展の開催
・人権の花運動の実施
・社会を明るくする運動
・社会を明るくする運動
作文コンテストの実施
・人権啓発を行う団体へ
の支援
・その他人権啓発

・人権講演会の開催
・拉致問題啓発パネル
展の開催
・人権の花運動の実施
・社会を明るくする運動
・社会を明るくする運動
作文コンテストの実施
・人権啓発を行う団体へ
の支援
・その他人権啓発

・人権講演会の開催
・拉致問題啓発パネル展の
開催
・人権の花運動の実施
・社会を明るくする運動
・社会を明るくする運動作文
コンテストの実施
・人権啓発を行う団体への
支援
・人権行政推進審議会の開
催
・その他人権啓発

令和元年度事業
及び積算内容

・人権講演会　　     557千円
・人権のつどい　     638千円
・団体補助金　　　11,698千円（柏原人権擁護委員協議会、丹波市人権・同和教育協議会、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保護司会丹波分会、丹波地区更正保護女性会）

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 16,797 17,546 17,712 16,869 15,364

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 26,417 26,926 27,104 29,541 30,364

人件費C=B×7,500千円 9,200 8,880 8,132 11,552 15,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.15 1.11 1.07 1.52 2.00

人件費E=D×2,000千円 420 500 1,260 1,120 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.21 0.25 0.63 0.56 0.00

国・県支出金 727 700 700 700 700
特定財源 727 700 700 700 700

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 25,690 26,226 26,404 28,841 29,664
その他特財 0 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 講演会数 回 年間開催回数（8月、12月）
2 2 2 2 2
2 2 2 2

800 800 800
701 745 637 597

成果 講演会参加者数 人
8月、12月の講演会の参加者
数

800 800

74.0 77.0 80.0
48.1 48.6 38.2 32.7

成果 自治会、小学校区において、人権が尊重されて
いると思う人の割合 ％ 市民アンケートによる

68.0 71.0

71.0 75.0 80.0
51.9 43.1 34.3 35.1

成果
1年以内に人権の学習会に参
加したことのある市民の割合

％ 市民アンケートによる
63.0 67.0



令和 元 年度 総合計画実施計画表
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～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

隣保館管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 隣保館管理運営事業 事業No. 
事業担当課 まちづくり部　人権啓発センター 所属長 宇瀧　広子 担当者

①人権教育の推進

隣保館運営事業

会計区分 一般

山内　吉一

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市民

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

隣保館を人権教育・啓発活動の拠点として位置づけ、同和問題をはじめ、様々な人権課題の解決に
向けて啓発や学習活動をはじめ、相談事業にも取組み、地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓
発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターとしての発展を目指す。

②人権啓発の推進
根拠法令・個別計画等 厚生事務次官通知「隣保館設置運営要綱」、丹波市立隣保館条例・条例施行規則

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐６【人権教育・人権啓発】ふれあいを通じてお互いを認め合い尊重し合う社会をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・氷上文化センター他２館の施設維持管理
・人権教育事業、人権啓発事業
・地域交流事業
・相談事業、ＤＶＤ・図書の貸出

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・じんけん歴史講座や
フィールドワーク、じんけ
んセミナーの開催
・隣保館青少年の居場
所づくり事業の実施
・料理教室、枝の剪定教
室の開催
・隣保館相談事業
・じんけん標語の募集、
人権啓発パネル展の開
催

・じんけん歴史講座や
フィールドワーク、じんけ
んセミナーの開催
・隣保館青少年の居場
所づくり事業の実施
・地域交流事業の実施
（料理教室、枝の剪定教
室等）
・地域住民（高齢者）の
居場所づくり事業
・総合生活相談事業
・じんけん標語の募集、
人権啓発パネル展の開
催

・じんけん歴史講座や
フィールドワーク、じんけ
んセミナーの開催
・隣保館青少年の居場
所づくり事業の実施
・地域交流事業の実施
・地域住民（高齢者）の
居場所づくり事業
・総合生活相談事業
・じんけん標語の募集、
人権啓発パネル展の開
催

・じんけん歴史講座や
フィールドワーク、じんけ
んセミナーの開催
・隣保館子どもの居場所
づくり事業の実施
・地域交流事業の実施
・地域住民（高齢者）の
居場所づくり事業
・総合生活相談事業
・じんけん標語の募集、
人権啓発パネル展の開
催

・じんけん歴史講座や
フィールドワーク、じんけ
んセミナーの開催
・隣保館子どもの居場所
づくり事業の実施
・地域交流事業の実施
・地域住民（高齢者）の
居場所づくり事業
・総合生活相談事業
・じんけん標語の募集、
人権啓発パネル展の開
催

令和元年度事業
及び積算内容

じんけん歴史講座100千円、じんけんセミナー200千円、地域交流事業25千円、隣保館子どもの居場
所づくり事業799千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 8,570 7,527 16,724 6,718 6,866

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 26,590 25,547 34,240 22,982 23,021

人件費C=B×7,500千円 10,080 10,080 9,576 8,284 8,175

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.26 1.26 1.26 1.09 1.09

人件費E=D×2,000千円 7,940 7,940 7,940 7,980 7,980

非常勤職員従事者数（人・年）D 3.97 3.97 3.97 3.99 3.99

国・県支出金 10,934 10,934 10,911 10,909 10,963
特定財源 11,009 11,022 10,980 10,982 11,051

受益者負担金 63 76 57 61 76
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 15,581 14,525 23,260 12,000 11,970
その他特財 12 12 12 12 12

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 講座等参加者数 人
じんけん歴史講座、じんけん
セミナー等参加者数

360 360 400 400 400
257 440 465 437

8,000 8,000 8,000
11,967 13,199 7,610 7,200

成果 施設利用者数 人
氷上文化センター他２館の利
用者数

15,000 15,000

50 50 50
24 40 38 22

成果 相談件数 件
常設相談、出張相談受付件
数

50 50



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

施設等管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 施設等管理事業 事業No. 
事業担当課 まちづくり部　人権啓発センター 所属長 宇瀧　広子 担当者

会計区分 一般

足立　倫啓 房安　由佳

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 地方改善事業等により取得した施設等、施設等のある自治会（地縁団体）

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

地域改善事業等で整備した児童遊園、農業施設等について、譲渡条件を整え、自治会に有効活用し
てもらう。

根拠法令・個別計画等 地方自治法
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐６【人権教育・人権啓発】ふれあいを通じてお互いを認め合い尊重し合う社会をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・施設等の調査（現地、登記事項等）
・危険遊具等の撤去等、施設整備工事
・登記に伴う測量等
・承継、抵当権抹消等の登記事務（譲渡の整備条件）
・譲渡事務

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・施設等の調査
・危険遊具等の撤
去等、施設整備工
事
・登記に伴う測量等
・承継、抵当権抹消
等の登記事務
・譲渡事務

・施設等の調査
・危険遊具等の撤
去等、施設整備工
事
・登記に伴う測量等
・承継、抵当権抹消
等の登記事務
・譲渡事務

・施設等の調査
・危険遊具等の撤
去等、施設整備工
事
・登記に伴う測量等
・承継、抵当権抹消
等の登記事務
・譲渡事務

・施設等の調査
・危険遊具等の撤
去等、施設整備工
事
・登記に伴う測量等
・承継、抵当権抹消
等の登記事務
・譲渡事務

・施設等の調査
・危険遊具等の撤
去等、施設整備工
事
・登記に伴う測量等
・承継、抵当権抹消
等の登記事務
・譲渡事務

令和元年度事業
及び積算内容

登記委託料　200千円
火災保険料　 　3千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 1 202 206 206 203

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 501 862 510 510 503

人件費C=B×7,500千円 480 640 304 304 300

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.06 0.08 0.04 0.04 0.04

人件費E=D×2,000千円 20 20 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 0 2 5 0 0

受益者負担金 0 2 5 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 501 860 505 510 503
その他特財 0 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 施設譲渡数 箇所 施設譲渡数
1 1 1 1 1
0 0 0 0

40 41 42
36 36 36 36

成果 譲渡施設累計 箇所
合併時の譲渡対象施設100
施設

38 39


